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北海道伊達市

平成30年度決算に基づく健全化判断比率等の状況

（令和元年度公表値）

0

事業の規模(ろ)

600,558

0

0

(参考)黒字率

(参考)分母比

1.3%

0.8%

0.1%

0.0%

- % 

標　準　財　政　規　模                          

0.0%

0.2%

0.0%

1,146,533 10.7%

10.7%

1,668,043

16,645

(参考)黒字額

一般会計等

89,051

Ｂ

資金の不足額又は資金の余剰額

法適用事業

連　結　実　質　赤　字　比　率 　　 　(A/B×100)

0

10,676,614

- % 

10.6%水道事業会計

簡易水道事業会計

15.62%

区　　　　　分

14,169

0

521,510

後期高齢者医療特別会計

老人保健特別会計

実質収支

284,325

介護保険特別会計

その他特別会計

0

1,183,543

Ａ

連 結 実 質 赤 字 比 率

237,185

1,146,533

10,541,516

639,935

一時借入金の利子

1,263,376

423,151

1,882,702

0

341,978

1,891,433

0

243,982

49,912

30,933

14,992

715,288

10,578,029

1,658,251

31,601

459,341

10,676,614

11,554

7,015

0

10,955

1,698,0811,665,590

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

471,155

10,892

標準財政規模

（キ～ケ）の計

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 521,614

　実　質　公　債　費　比　率　（　３　ヶ　年　平　均　）

　小　計　(（ア～カの計）－（キ～ケの計）)

災害復旧費等に係る基準財政需要額

35.0% －

350.0%

2.2%

20.0%

－

30年度末一般会計等の地方債現在高

－ －

　伊達市における各比率の基準値は次のとおりである。

　この表における金額にかかるものの単位はすべて千円である。

13.23%

債務負担行為に基づく支出予定額

　※　連結実質赤字額は、赤字の場合は正数、黒字の場合は0と表示

20.00% －

18.23%

連 結 実 質 赤 字 額((1)～(9)の計)

30.00%

(8)

　標準財政規模には、臨時財政対策債発行可能額(30年度は531,337）を含む。

(α＝早期健全化基準、β＝財政再生基準、γ＝経営健全化基準)

　単　年　度　実　質　公　債　費　比　率　 （コ／ス×100） 8.0% 7.2% 5.1%

　小　計　（サ－シ） 8,919,778

0

1,129,888
6.7%

(9)

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

1,949,345

0

259,880

132,713

公債費充当一般財源等額（繰上償還額、公営企業債償還額及び満期一括地方債の元金にかかるものを除く｡）

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）等

- % 

繰　上　充　用　額　①

支　払　繰　延　額　②

事　業　繰　越　額　③

標　準　財　政　規　模　④

0

0

10,676,614

284,325

0

133,965国民健康保険特別会計

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

実　質　赤　字　比　率

一般会計

霊園特別会計

決算額区　　　　　　　　分

決算額

2.7%

4.9%

2.7%

実　質　赤　字　比　率　（（①＋②＋③）／④）

一部事務組合等の連結実質赤字額相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額

将
来
負
担
額

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等の負担見込額

公共下水道事業会計

資　金　不　足　比　率

(い)/(ろ)×100

一部事務組合等の地方債の元金償還に対する負担見込額

20,051,751

55,717

188.1%

0.0%

水道事業会計

簡易水道事業会計

2,968,776

0 68,322

(参考)分母比

11,554

　小　計　（m－（n～pまでの計）） 8,978,533

30年度末の充当可能基金現在高

特定の歳入見込額

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

1,263,376

標準財政規模

5,126,634

3,811,014

決算額（千円）

α　 β　 γ　

0

0

退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額

2,225,896

連結実質赤字額

423,151

25.0%

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

災害復旧費等に係る基準財政需要額

　小　計　（将来負担額（a～hまでの計）－（i～kまでの計））

－

-77,059

10,676,614

－

健全化判断比率一覧 資金不足比率一覧

　実質赤字比率 - % 　水道事業会計 - % 

　実質公債費比率 6.7% 　公共下水道事業会計 - % 

　連結実質赤字比率 - % 　簡易水道事業会計 - % 

会計名 資金不足額（い）

将 来 負 担 比 率

区　　　　　　　　　　分

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

- % 

- % 

752,545

30,638

2.2%

公共下水道事業会計

　将来負担比率 - % 

0

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰出金

一部事務組合等の起こした地方債の償還の財源に充てたと認められる補助金又は負担金

8,978,5338,875,926

　将　来　負　担　比　率　（ｌ／q×100） -

実　質　公　債　費　比　率

区　　　　　　　　　　分 28決算額 29決算額 30決算額

1,125,682

0

16,509,873


